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教育目標と本年度の重点目標の評価 
 

学校の教育理念・目標 

 

総括 

令和７年度重点目標 重点目標・計画の達成状況 

 

課題と解決方策 

【教育理念】 

東京ウェディング・ホテル専門学校

は、建学の理念（実学教育、人間教

育、国際教育）に基づく職業人教育

を通じて社会に貢献します。 

 そして、現場実習を主とした業界と

の連携を学びの核とした学生ひとり一

人の現場力を大切にした 

教育を実施し、業界で長く活躍できる

人材を養成します 

 

【2025 年度目標】 

東京ウェディング・ホテル専門学校は

「産学連携教育」と「3 年制教育」で

一人ひとりの夢を実現できる教育カリ

キュラムを提供し、多様化する価値観

を持つ顧客の想いを実現し、喜びと感

動を与えられる「提案型人材」の養成

を目指し、ウェディング・ホテル業界

のスペシャルワン校となる。 

●３年制教育で一人ひとりに合っ

た将来を実現 

・TOP ウェディングゼミ 業界 TOP

の現役プランナーなどによるゼ

ミ形式での授業（少人数制） 

・コース選択制 入学後に将来の志

望に合わせて選べるコース選択

制 

・選択制授業 選択制授業で自分の

好きな授業が取れる 

・目的別就職対策講座（少人数制就

職対策） 目指す就職先分野別

（ホテル・専門式場など）での就

職対策 

●実践型授業で提案力を養う「集大

成プログラム」 

・ウェディングプランナー科 ： 産

学連携で行う「結婚式運営」 

・ウェディング科 ： ①ハウスウェ

ディング ②ドレスショー 

●学生一人ひとりに合わせた組織

運営 

・ウェディングプランナー科：１年

生担任 ２・３年生チューター制 

・ウェディング科 ： チューター制 

学科担当者以外にも各種チュータ

ーとなり、学生が相談しやすい環境

を作る 

●一人ひとりに合った将来を実現で

きるカリキュラムや体制は整ってき

た。特に就職のサポートは多様化して

いる学生の希望に合わせた支援が行

えている。 

 

●集大成プログラムでは学んできた

ことをアウトプットする機会として、

本物の新郎・新婦様や企業に対して自

分達の考えたものを提案。実践的な活

動を通じて提案力を向上させている。 

 

●チューター制の開始から 3 年が経

過。実施により良い面と課題が見えて

きている。良い面として、職員の負担

軽減と学生満足度の向上が図れてい

る。 

 

●年々メンタル的な課題を抱えた学

生の増加している中、もう少しフレキ

シブルに対応可能な内容にしていく

必要がある。長期履修制度や、合理的

配慮の活用などで柔軟な対応を行う。 

 

●実施後の振り返りの時間が十分に

取れていない。プログラムを通じて学

生自身がどのように成長し、卒業後に

どうやって活かしていくかを振り返

る時間を作っていく。 

 

●チューター制の場合責任の所在が

曖昧になるケースがある。またコミュ

ニケーション力に不安がある学生は、

色々な職員へ相談に行けないケース

があることが課題。 

担任制ではないが、主担当として責任

の所在の明確化を行っていく。また課

題学生の共有を全員で行い、相談に来

た場合などの対応方法など事前に共

有しておく。 

 
最終更新日付 ２０２６年５月１日 記載責任者 山浦 雄矢 



 

2 

 

 

基準１ 教育理念・目的・目標と職業教育のマネジメント 
1-1 （1/1） 

1-1 教育理念、目的及び目標の設定等 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

1-1-1 教育理念等を踏

まえ、当該専門学校とし

て、目的及び目標を設定

し、学科（コースを設置

している場合はコースご

と）ごとに育成する人材

像を明確にしているこ

と。  

 

○当該専門学校の教育理念を

踏まえた目的、目標が適切な決

定過程により設定されている

か 

○設置している課程（学科、コ

ースを設置している場合はコ

ースごと）ごとに目的、目標、

育成人材像が具体的に示され

ているか 

○当該専門学校の教育理念、目

的、目標と学科等ごとの目的等

との関連性が明確になってい

るか 

○また、入学者受入れ方針、教

育課程編成・実施方針、卒業認

定方針との関連性が明確にな

っているか 

○教職員、学生、社会に対して

教育理念等が十分に周知・公表

されているか 

●年間の事業計画を策定する

なかで、教育理念、業界動向、

教職員との意見交換等をもと

に事務局長を責任に設定して

いる。 

●学科毎に「養成目的（卒後数

年後の姿業界のニーズ）」「教育

目標（卒業時の学習到達度）」

を定め、学生便覧・教育指導要

領に記載している。 

●３つのポリシーと養成目的、

教育目標との結びつきを意識

している。 

●学生には年度初めのオリエ

ンテーションで充分な説明の

もとに意識づけをおこなって

いる。 また、学校 HP の情報

公開ページにも記載されてお

り、広く保護者、関連業界等に

も示している。 

●目的、目標を設定するプロセ

スが確立している。 

●教職員が学校の目的、目標を

理解し、学科の目的、目標を踏

まえた計画を立てる機会をも

っている。 

●これらのことを理解した教

職員が学生に意識づけをおこ

なっている。 

 

 

●社会や業界のニーズや変化、

顧客である入学予定者の動向

をよりしっかりと把握して、育

成人材像を検証していく。実現

のため部署会議、研修で意識的

に取り扱っていく。 

 

参照資料 中項目の評定 

教育指導要領、学生便覧、事業計画、ホームページ、募集要項 ３ 

最終更新日付 ２０２６年５月１日 記載責任者 山浦 雄矢 
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1-2 （1/1） 

1-2 職業教育のマネジメント体制の整備 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

1-2-1 職業教育を推進

（教育の企画・設計・運

用、検証及び改善・向上

等）するために必要なマ

ネジメント体制（以下「職

業教育のマネジメント体

制」という。）を整備し、

有効に機能しているこ

と。 

○当該専門学校の目的を実現

するために、学校内に具体的に

職業教育を推進するための組

織体制を整備しているか 

○職業教育のマネジメント体

制は有効に機能しているか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●教務・キャリアセンター部で

職業教育を推進している。 

 

●教務部長を責任者とし、その

下に学部長（学科長）、リーダ

ー職、スタッフを配置してい

る。 

 

●教務部長、学部長（学科長）

が職業教育の推進を担って機

能している。 

●教務部長、学部長（学科長）

は学園のマネジメント研修を

受講し、資質の向上を図ってい

る。 

 

●キャリアセンターを組織に

含んでいることから、関係業界

の現状や将来を踏まえた情報

を企画・設計に取り入れること

ができる。 

●リーダー職の成長による体

制強化を図るため、学園内の研

修推奨、上長との毎月の

O.N.O（個別面談）を実施して

いく。 

 

参照資料 中項目の評定 

組織図、就業規則 ３ 

 

 

 

最終更新日付 ２０２６年５月１日 記載責任者 山浦 雄矢 
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基準２ 教育課程、教育の実施、学修成果 
2-1 （1/2） 

2-1 教育課程の編成と授業科目 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

2-1-1 学校の目的・目

標及び育成人材像を実

現するための教育課程

編成・実施方針を定め、

方針に基づき、必要な授

業科目を体系的・段階的

に配置した教育課程を

編成していること。 

 

 

 

○教育課程の編成にあたっ

て、卒業認定方針を踏まえ、

学校の目的・目標及び育成人

材像を実現するための教育

課程編成・実施方針を策定し

ているか 

○教育課程編成・実施方針に

基づき、系統性・段階性に配

慮した授業科目を配置し教

育課程を体系的に編成して

いるか 

○当該専門学校における教

育課程編成の過程は、明確に

なっているか 

●毎年、事業計画において

教育課程方針を定めてい

る。また、職業教育の視点

を踏まえて、カリキュラム

ポリシーを決定している。 

●教育課程の編成において

は、カリキュラムポリシーに

よって関連性・位置づけを決

め、業界・学科情報を反映さ

せ、業界のニーズに応えた編

成を行なっている。 

●教育課程の編成は 学科会

を経て運営会議で授業形態

や講義・演習・実習などの配

置も含め、定期的に会議の中

で運営状況をチェックする。 

●ウェディングプランナー養成

に特化したウェディングプラン

ナー科は 1 年から３年まで２年

次の長期実習を含み、基礎から３

年次の集大成プログラムまで段

階的、体系的な教育課程となって

いる。 

●総合ウェディング科は、目指す

将来を踏まえたコース・専攻の選

択を行い、卒業後に必要な専門知

識・技術を習得する。また科目選

択制や、他のコース・専攻の科目

受講可能な柔軟な教科課程の設

定となっている。 

●学科ごとに特徴的かつ効果的

な教育課程を編成している。 

●総合ウェディング科では 2027

年入学生からホテル分野の授業

拡充を図り、より幅広い学びが

できるように教育課程の変更を

予定している。 

 

 

 

 

 

2-1-2 教育課程編成の

ために、教職員及び企業

等の役職員その他の委

員により組織する教育

課程編成委員会等を設

置し、年 2回以上開催し

ていること。 

【注）職業実践専門課

程】 

○職業実践専門課程の認定課

程（学科等）を設置する学校に

おいては、産業界及び地域社会

との連携による教育課程の編

成・実施のため、教育課程編成

委員会を設置しているか 

○上記委員会を年 2 回以上開

催し、産業界等からの意見につ

いて具体的に反映させるなど、

委員会を機能させているか 

●教育課程編成委員会を設

置している。委員会は年２回

開催しており、業界の意見を

積極的に取り入れている。 
 

●業界から参加している委員は

業界の現状、ニーズ、見通し等に

精通しているだけでなく、学生を

採用している観点も考慮してい

る。 

●業界の委員とは委員会だけで

なく、授業の特別講師や講演な

ども依頼している。学校をより

理解することに有用となってい

る。 
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2-1 （2/2） 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

2-1-3 外国人留学生に対し

て、日本国内に就職する際に

必要となる日本社会の理解の

促進に資する授業科目を 300

時間以上開設していること。 

【注）外国人留学生キャリア形

成促進プログラム】  

○外国人留学生キャリア形成

促進プログラムの認定課程を

設置している専門学校におい

ては、外国人留学生に対し

て、日本国内に就職する際に

必要となる日本社会の理解の

促進に資する授業科目を 300

時間以上開設しているか 

○該当する授業科目は、文

部科学省が規定する要件を

満たす適切な内容になって

いるか 

 

●外国人留学生キャリア促

進プログラムの対象外 

（2025 年度の留学生の在籍

はなし） 

  

 

参照資料 中項目の評定 

学則、学則施行細則、教育指導要領、学生便覧、シラバス ３ 

 

 
最終更新日付 ２０２６年５月１日 記載責任者 山浦 雄矢 
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2-2 （1/2） 

2-2 教育課程の実施 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

2-2-1 授業科目内容に

応じ、講義、演習、実験、

実習又は実技等、適切な

授業形態で教育が実施さ

れ、かつ、適切な教材が

用いられるとともに、学

校が定めた基準に基づき

成績評価を行っているこ

と。  

○各授業科目について、適切な

授業形態、方法及び教材が用い

られているか 

○授業科目ごとにシラバスを

作成し、学生に周知しているか 

○学生に対する履修指導、予

習・復習等に係る相談・支援に

取組んでいるか 

○成績評価について、授業科目

の内容、形態に応じた基準を設

定し、シラバス等で学生に明示

した上で、学生の学習に係る評

価を公正かつ厳格に行ってい

るか 

○成績評価の公正性・厳格性

を担保するために、学生からの

成績評価に関する問合わせ等

に対応するしくみを整備し、か

つ学生に対して明示し、適切に

運用しているか 

 

 

 

 

 

●授業科目の内容により適切

な授業形態や教材を用いてお

り、学生便覧、シラバスに明記

してある。 

●授業方法、教材は毎年シラバ

ス作成時に学科担当者、学科責

任者が妥当または必要なもの

であるかを確認している。 

●シラバスなどの授業内容に

Microsoft Teams を活用して

学生に周知している。 

●学生への相談・支援について

は担任を中心とした定期的な

面談の他、Microsoft Teams も

使用している。 

●成績評価については学則、学

則施行細則の規定を順守して

いる。学生への明示については

前々項と同様。 

●成績評価（出欠席を含む）は

教務部長の管轄のもと、教務事

務に専担者を配置し、間違いが

ないか確認している。 

●学生からの問い合わせ等の

対応については担任および教

務事務担当者が相談に応じて

いる。 

●Microsoft Teams の活用に

より、データでシラバスや授業

準備などを確認でき、印刷物の

配布と比べて利便性、効率性が

高くなり学修への好影響に繋

がっていると推察している。成

績評価の規定なども同様に常

時確認できる。 

●授業課題の提出もMicrosoft 

Teams を活用できており、成

績評価に役立っている。 

●教務事務に専担者を配置す

ることで成績、出席の厳格な管

理ができている。不明なことが

ある場合は授業担当者に直接

確認することができる体制に

ある。 

 

●Microsoft Teams の活用を

授業担当教員がより効果的に

おこなえるように、学科の常勤

職員がサポートしていく。 
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2-2 （2/2） 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

2-2-2 企業等と連携し

た、実習、実技、実験又

は演習等（以下「実習・

演習等」という）の授業

を行っていること。 

また、教育目標の達成

に必要な企業等と連携し

た実習・演習等の単位時

間または単位数の総授業

時数に占める割合を具体

的に設定していること。 

【注）職業実践専門課程】  

○職業実践専門課程の認定課

程（学科等）を設置する学校に

おいては、実践的な職業教育と

して重要な企業等と連携した、

実習、実技、実験又は演習等（以

下「実習・演習等」という）を

行っているか 

○連携実習等の総事業時間数

に占める割合を設定している

か 

○連携実習等において、協力

機関等と到達目標等を共有し、

成績評価等について必要な協

働・連携する体制を整備してい

るか 

●ウェディングプランナーと

ウェディング科（2025 年 4 月

に総合ウェディング科に学科

名称変更）が職業実践専門課程

の認定を受けている。 

●両学科とも演習、実習科目で

企業等と連携を行っている。 

●ウェディングプランナー科

は総単位数 156 単数のうち 24

単位、ウェディング科は 90 単

位のうち 30 単位としている。 

●学外での連携実習の成績評

価は S（合格・単位認定）U（不

合格・単位認定せず）で行って

いる。 

●S 評価での単位認定につい

ては企業等からの報告書提出

を必要としている。 

 

●ウェディングプランナー科

では、「プランナー実習」「結婚

式運営」、ウェディング科では

「ドレスショー」など各学科の

養成の核となる科目や学習集

大成の科目で企業等の連携が

実施できており、職業実践専門

課程認定の意義を体現できて

いる。 

●企業と連携した授業を行う

ことにより、学生は業界で必要

な知識・技術を習得し、2025

年度も前年同様に就職希望者

は全員が就職できている。企業

との連携を通じて2026年度も

継続していきたい。 

 

参照資料 中項目の評定 

学則、学則施行細則、教育指導要領、学生便覧、シラバス、職業実践専門課程別紙様式４ ３ 

 

 

 

 

 

 

最終更新日付 ２０２６年５月１日 記載責任者 山浦 雄矢 
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2-3 （1/1） 

2-3 単位・卒業認定 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

2-3-1 学校の目的・目標

及び育成する人材像を実

現するために必要な卒業

認定方針（資格・免許等

を含む修得させる職業能

力を含む）を学科・コー

スごとに定め、当該方針

に基づき卒業を認定して

いること。 

○あらかじめ、学生に周知し

ている卒業認定方針に即した

卒業認定の基準及び方法によ

って卒業認定を行っているか 

●卒業認定方針は学則、学則施

行細則に明示している。その基

準方法により卒業認定をおこ

なっている。 

●年に２回、学則記載の卒業進

級判定会議を実施し、学校長、

事務局長、学科長、センター長、

指名者により協議、状況確認を

おこない卒業認定を行ってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●卒業認定のプロセスは明確

になっており、確実に実施して

いる。 

 

●現行の体制を継続する。 

 

参照資料 中項目の評定 

学則、学則施行細則 ３ 

 
最終更新日付 ２０２６年５月１日 記載責任者 山浦 雄矢 
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2-4 （1/2） 

2-4 学修成果目標の達成状況 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

2-4-1 卒業認定方針に

明示した学科・コースごと

の職業能力（資格・免許等

の取得、必要な知識や技

術、技能、職務遂行能力

の修得など含む。）の学生

の修得状況を把握し、評

価していること。  

○卒業認定方針を踏まえ、学

科・コースごとに職業能力（資

格・免許等の取得、必要な知識

や技術、技能、職務遂行能力の

修得含む。）の修得についての

目標を定め、学生の達成状況を

把握し評価しているか 

●ウェディングプランナー科

は学生便覧に記載してあるも

の、総合ウェディング科はコー

ス・専攻ごとに面談で確認し目

標を設定している。 

●達成状況は教務事務で把握

し、学科職員と共有している。 

●資格のほとんどは授業の授

業中または授業履修で取得で

きるが、国家検定であるブライ

ダルコーディネート技能試験

は今後、合格率の目標設定を検

討していく。 

 

●合格率の目標設定について

検討していく。 

 

 

2-4-2 学生の進路に関

する目標を定め、その目

標を達成していること。  

○学生の就職、進学等進路に

関して具体的な目標を定め、そ

の目標の達成状況を把握してい

るか 

○卒業後の進路・キャリア形成

に関する相談や指導などの支

援体制を整備し適切に運用し

ているか 

○卒業生の進路・キャリア形成

状況等を踏まえ、当該専門学校

の教育課程、教育方法、学修成

果等を検証し、必要に応じ、そ

れを踏まえた改善・向上策をとっ

ているか 

 

 

 

 

●就職については希望者就職

率 100%を達成している。就職

活動時期が早くなっており、２

年次から就職活動準備をおこ

なっている。 

●卒業生の相談はキャリアセ

ンターが担当部署で相談があ

れば適切に対応している。ま

た、必要に応じ学科教員も対応

している。 

●業界の動向についてキャリ

アセンターや教務部でも業界

からヒアリング等をおこない

把握し、教育課程の改正を行っ

ている。 

●業界動向、傾向を把握してキ

ャリアセンターの協力も得て

各学科で就職活動に取り組ん

でいる 

●卒業後１年の学生に就業状

況のアンケートを実施し、必要

に応じて支援を行っている。 

 

●毎年、業界動向を踏まえて教

育課程の変更を行っている。次

年度同様の予定。 
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2-4 （2/2） 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

2-4-2 続き ○卒業生、実習先・就職先など

関連する企業及びその他組織

の意見や在学生の意見を勘案

するなど、多角的、継続的な視

点に立った検証方法等について

工夫をしているか 

●意見の聴取や勘案を行って

いるが、多角的、継続的な視点

に立った検証方法にまでは至

っていない。 

●検証方法の標準化をする必

要がある。 

●検証方法の方法や経年での

検証方法を検討する。 

 

 

参照資料 中項目の評定 

学生便覧、就職関係資料 ２ 

 
最終更新日付 ２０２６年５月１日 記載責任者 山浦 雄矢 
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基準３ 学生の受入れ、学生支援 
3-1 （1/1） 

3-1 学生募集及び入学者の選抜、収容定員の管理 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

3-1-1 入学者の受入方

針、入学選考基準、方法

を定め、入学希望者に明

示し、入学者の選考を公

正に行い、合否を決定し

ていること。 

○卒業認定方針及び教育課程

の編成・実施方針を踏まえて学

生の受入れ方針を定め、求める

学生像や入学者に求める水準

等を明確に示しているか 

○また、選抜方法及び手続を

あらかじめ公表した上で、所定

の選抜基準及び体制のもとで

適切かつ公正に入学者を選抜

しているか 

●アドミッションポリシーを

定め募集要項に記載している。 

●入試方法については募集要

項に記載の他、ホームページに

も掲載している。 

●入試はアドミッションポリ

シーに基づき、専攻基準を設定

している。入学選考毎に事務局

長が主催する入試判定会議を

行い合否判定を行っている。 

●現行通りの取扱いを継続し

ていく。 

 

3-1-2 学生の受入れは、入

学定員に基づき適正に行

っていること。 

【注)修学支援新制度機

関要件の確認】 

【注）外国人留学生キャ

リア形成促進プログラ

ム】 

○入学定員に対する入学者数

及び収容定員に対する在籍学

生数を適正に管理しているか 

●入学者数、在籍学生数は適性

に管理している。 

●入学定員については合格者

数、入学許可書発行者数、入学

辞退者数を常時把握し、計数管

理している。 

●在籍学生数は教務部と学籍

異動状況（見込を含む）を共有

している。 

●2026 年度 

学定員 160 名 入学者 120 名 

収容定員 400 名 

在籍学生 284 名 

 

入学定員の不足数 

ウェディングプランナー科 

14 名 

総合ウェディング科 29 名 

 

●ウェディングプランナー科

と総合ウェディング科の入学

定員充足ため、2027 年より総

合ウェディング科を 2 年制に

修業年限変更し、かつ、ホテル

分野の学びを強化することで、

学校全体で１年制～３年制の

学年と学びの多様化から定員

充足を目指す。 

 

参照資料 中項目の評定 

募集要項、ホームページ、学校基本調査 ３ 

 
最終更新日付 ２０２６年５月１日 記載責任者 山浦 雄矢 
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3-2 （1/1） 

3-2 多様な学生に対する修学支援 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

3-2-1 適切な体制を構

築し、障がいのある学生、

海外からの留学生、社会

人経験者など、多様な学

生の修学に関する支援を

行っていること。 

 

○障がいのある学生、海外か

らの留学生等多様な学生に対

して必要な配慮、支援を行って

いるか 

●2025 年度は留学生の在籍は

なし。 

●精神的な障がいをもつ学生

には教務部長の管轄下で面談

の実施、状況に応じて学園の支

援機関への紹介を行っている。 

●学校への当校が難しい場合

はオンラインでの面談実施な

ど状況に応じたサポートがで

きている。 

●学園でメンタルサポートの

機関（滋慶トータルサポートセ

ンターを有している。 

●毎年度実施している学生へ

の「サポートアンケート」で学

生の傾向を把握し、早期の対策

に役立てている。引き続きこの

スタンスを継続していく。 

3-2-2 特に海外からの

留学生について適正な在

籍管理、進路(就職)指導

を行うとともに、日本人

学生との交流の機会が確

保されていること。 

【注）外国人留学生キャ

リア形成促進プログラ

ム】 

○特に、外国人留学生キャリ

ア形成促進プログラムの認定

課程を設置する専門学校にお

いては、海外からの留学生につ

いて適正な在籍管理、進路(就

職)指導を行うとともに、日本

人学生との交流の機会が確保

されているか 

●2025 年度は留学生の在籍は

なし。および、外国人留学生キ

ャリア形成促進プログラムの

認定は受けていない。 

 

●2026 年 4 月に設置したホテ

ル・ウェディングビジネス科で

は留学生の入学が 43 名。 

●2026 年度から留学生受け入

れの指針等に基づき適切な留

学生の在籍管理と進路指導、生

活指導を実施する必要がある。 

 

●ホテル・ウェディングビジネ

ス科、学生サービスセンター、

キャリアセンターで連携した

管理、指導をおこなっていく。 

教職員のスキル向上を図る学

習機会の設定、姉妹校の協力に

よる事例学習を行っていく。 

●今年度留学生が入学する予

定なので今後、交流を検討す

る。 
3-2-3 学生の経済的側面

に対する支援体制を整備

し、適切に周知、運用し

ていること。  

○学生が就学を継続するため

の経済的側面に対する支援体

制を整備し、情報の提供及び相

談について適切に周知、運用し

ているか 

●高等教育の修学支援新制度

（多子世帯含む）、日本学生支

援機構の奨学金の情報を提供

し、また、随時学費の相談に応

じる体制をとっている。 

●学生サービスセンターが左

記の制度未利用をなくすため、

独自の理解しやすく詳細な案

内を作成している。 

●特に多子世帯の利用漏れを

防止するため入学予定者への

家計状況把握案内等を改正し

ていく。 

 

参照資料 中項目の評定 

サポートアンケート、JTSC（滋慶トータルサポートセンター）資料、奨学金・修学支援に関する案内・説明資料 ３ 

 
最終更新日付 ２０２６年５月１日 記載責任者 山浦 雄矢 
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3-3 （1/1） 

3-3 学生生活に関する支援 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

3-3-1 カウンセラーの

配置、相談室の設置など、

学生の相談に対応するた

めの環境整備を行い、適

切に運営していること。 

○学生生活等に関する相談体

制を整備し、相談対応につい

て、十分、学生に対して周知し、

機能、活用されているか 

 

 

 

 

●学校内に心理カウンセラー

を常駐させていないが、近隣に

前項 3-2 記載の「滋慶トータ

ルサポートセンター」があり学

生に対応できる。学生には利用

方法を周知している。 

●学校内でも担任等が学生の

個別相談に対応できるカウン

セリングルームを設置してい

る。 

 

●近隣に複数の心理カウンセ

ラーが所属する「滋慶トータル

サポートセンター」がある。 

●学校の教職員は学園の教育

研究機関である JESC（滋慶教

育科学研究所）のカウンセラー

資格を有している。 

●学生の特性を把握できる「サ

ポートアンケート」を毎年実施

し、学生サポートに役立ててい

る。 

 

●担任の学生カウンセリング

能力の向上、不登校学生のオン

ライン面談などの対応力向上

を学園内の研修とＯＪＴを通

じて高めていく。 

3-3-2 留年者、退学希望

者など学習の継続に困難

な問題を抱える学生に対

し適切な対応を行ってい

ること。 

○留年者、退学希望者など学

習の継続に困難な問題を抱え

る学生にあわせて他部署も巻

き込んで個別に対応できてい

るか 

●定期的な面談を実施 

し、業務システムを活用して記

録を残し関係者が情報共有で

きる仕組みを作っている。 

●学科内での連携は勿論、学生

サービスセンターなど他部署

との連携を実施している。 

●心理的に専門家のサポート

が必要な学生は学園の専門部

署「滋慶トータルサポートセン

ター」につないでいる。 

●スタッフは全員学園内のカ

ウンセラー資格取得をしてい

る。 

 

●2025 年度の退学者数は 10

名 退学率 3.7％と 2024 年度

の退学者数 12 名 退学率

5.2％と比べると改善。 

 

●卒業年次（3 年生）で 2 名退

学者が発生。2025 年度 0 名

であったのに対して増加。 

●教育の DX 化による情報を

活用して、退学リスクが高い学

生のフォローを早い時期から

行う。メンタル系の課題を持つ

学生の対応は専門家との連携

を図りチームで対応を行う。 
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3-3-3 学校保健安全法

に基づく学校保健計画を

策定し、学生の心身の健

康管理体制を整備し、適

切に運用していること。 

○定期的な健康診断の実施、

結果のフォロー、健康管理に関

する啓発活動など、学生の心身

の健康管理体制を整備し、適切

に運用しているか 

●毎年の健康診断は学園の医

療機関である「慶生会クリニッ

ク」を通して行っている。 

●一次健診で異常があった学

生の二次健診受診状況を「慶生

会クリニック」から毎月確認で

きる。 

●「慶生会クリニック」は内科、

歯科があり学生は日常の利用

ができる。 

●学園の医療機関が近隣にあ

ることで学生の健康サポート

を行いやすい環境にある。 

●一次健診受診後の二次健診

対象者の二次健診受診率が低

い。 

●2025 年度は二次健診対象者

39 名のうち、受診者は 10 名。 

学生が個別で受診する二次健

診は多忙等の理由をつけ避け

る学生が多いが、学生サービス

センター主管で担任と協同し

半数以上の受診を目指す。特に

2026 年度より留学生が在籍す

るため重点的に取り組む。 

3-3-4 学生のキャリア

支援、就職支援に対する

支援体制を整備し、適切

に周知、運用しているこ

と。 

〇キャリアセンターとの連携

強化及び学生への情報の周知、

運用ができているか 

●学生へのサポート体制とし

て、チューター制度（一部担任

制）を取ることにより、学校全

体で学生支援にあたっている。

就職活動期には授業の中で活

動状況表を提出してもらい、教

務・キャリアセンターで学生の

活動状況を共有。 

● 求 人 情 報 に 関 し て は

Microsoft Teams を活用し、リ

アルタイムで学生に発信・周知

している。 

●2025 年度は 1 月末で就職希

望者全員の内定を取ることが

出来た。 

●年々早まる就職活動の早期

化に対応した支援体制・プログ

ラムの見直しが必要。 

●引き続き、学校全体で学生の

支援にあたる。 

 

 

参照資料 中項目の評定 

担任マニュアル、学生便覧、JTSC（滋慶トータルサポートセンター）資料、慶生会資料、学生健康診断受診状況資料、業

務システム 

２ 

 
最終更新日付 ２０２６年５月１日 記載責任者 山浦 雄矢 
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3-4 （1/1） 

3-4 学生の自主的な学習等の促進に対する支援 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

3-4-1 学生の学力や学

習状況を把握し、入学前

教育や補習授業を行うな

ど学習支援に取組んでい

ること。学生の円滑な学習

に向け、シラバスの活用に

よる学習成果の向上や自

主的な学習に関する適切

な支援を行っていること。 

○自主学習等に対する相談対

応と学習支援 

○成績不振の学生の状況把握

と指導 

○留年及び休学者の状況把握

と対応 

○退学希望者の状況把握と対

応 

●自主学習等に対する相談は

担任が主に対応している。 

●「業務システム」の活用によ

り学生の出席、成績の状況は随

時把握できる。 

●留年者、休学者は教務部長管

轄のもと、適切な職員が定期面

談（オンライン含む）を行って

いる。 

●退学希望者の状況は「業務シ

ステム」に記録し、学科責任者、

教務部長面談を実施している。 

●学園のシステム「業務システ

ム」で学生の出席、成績状況、

面談記録等が常時把握でき学

生支援に活用できる。 

●自主学習等に Microsoft 

Teams を利用できる。 

●Microsoft Teams で授業の

課題を提出させる場合がある

が、自主学習等の活用について

検討していく余地がある。 

●退学や休学防止には早期の

対応が不可欠である。定期面

談、日々の学生対応、サポート

アンケートや業務システム利

用などシステムはあるので活

用できるスキルと意識を教職

員に OJT や教務会議でつけて

いくことが大事である。 

3-4-2 正規の授業時間

以外に行われる、課外活

動など学生の自主的な活

動を充実させるため、適切

に支援していること。 

○部活動などの実績と支援の

実施 

○ボランティア活動の実績と

支援の実施 

●部活動は学校ではおこなっ

ていない。近隣の姉妹校との合

同サークル（ダンスサークル

等）が参加者は少数である。 

●毎年２月に実施されている

ウェディングジョブ主催の運

営ボランティアに参加してい

る。 

●学校規模のこともあり部活

動を学校単体で行えていない。 

●ボランティア活動の組織化

はできていない。 

●サークル（部活動）、ボラン

ティアは実習やアルバイトで

多忙な学生が多いこと、教職員

の人数から学校単体での運営

が難しいが、学生のニーズも一

定数ある可能性もあり今後の

検討課題である。 

 

参照資料 中項目の評定 

「業務システム」資料、「Microsoft Teams」資料 ２ 

 
最終更新日付 ２０２６年５月１日 記載責任者 山浦 雄矢 
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基準４ 教員・教育実施組織 
4-1 （1/1） 

4-1 教員の配置、募集、採用 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

4-1-1 教育課程を実施

するのに必要な、資格・

要件を備えた教員につい

て、採用基準等を整備し、

適正に配置しているこ

と。 

○法令上の基準を遵守し、学

校の目的を実現し、目標の達成

するための教育を十分に実施

できるだけの教員を配置して

いるか 

●科目の到達目標に合致する

実務経験または教授歴を持つ

者が担当講師となるよう、履歴

書、職務経歴書、資格証、卒業

証明書などの必要書類の提出

と面接をし、採用している。 

 

●継続して授業を担当してい

る教員と合わせてカリキュラ

ムを実施する十分な教員を配

置している。 

 

●現場実践力と教育の質の観

点からほとんどの講師を実務

家教員としており、企業等と連

携も行っている。 
 

●現場経験が豊富な講師が多

いが、新任講師で教育歴がない

場合は授業方法などのアドバ

イスが必要になる。併せて、シ

ラバス作成や成績についても

個々に応じたサポートをおこ

なうことが必要である。 

 
●新任講師に対しては学園で

開講前に新任講師研修会を開

催し、教育理念等を伝える場を

もっている。 

 

●2026 年度から留学生が在籍

するがそれに対応できる講師

の確保が必要となる。 

●学生に課題があった場合は、

担任や学科長にすぐに相談・報

告できる関係を構築できてお

り、これを継続していく。 

 

●本校で学生時代を経験した

卒業生講師を増やしていける

環境になってきている。 

 

●留学生に対応できる講師に

ついては企業と連携して適任

者を配置できるように契約を

おこなう。 

 

参照資料 中項目の評定 

教職員名簿、シラバス ３ 

 
最終更新日付 ２０２６年５月１日 記載責任者 山浦 雄矢 
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4-2 （1/1） 

4-2 教員の組織編制等 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

4-2-1 学校の目的に応

じた教育を実施するため

に、適切な業務分担、責

任体制のもとで分野の区

分ごとに、教員の組織体

制を整備していること。 

○当該専門学校の教育活動を

進めるための基本的な組織体

制を整備しているか 

○組織の責任体制、役割分担が

規程等において明確で、連携体

制が機能しているか、 

○当該専門学校の目的等を共

有し、達成に向けた協働意欲を

醸成するために、教職員組織等

の円滑な運営と改善向上に向

けた取組を行っているか 

●学校の組織体制は規定され

ており毎年の事業計画のなか

に組織図で位置付けられてい

る。 

●学校運営を担う事務局長の

下に教育活動の責任者である

教務部長を配置している。教務

部長の下には学部長または学

科長を、その下にリーダー職、

スタッフを配置している。 

●責任体制と役割分担は事業

計画に明記されており、就業規

則にも記載されている。 

●学科内の役割分担と連携体

制は教員各自が会議や日常業

務で確認し機能している。 

●基幹教員以外（兼任）の教員

とも授業内容や学生状況を日

常で共有している。 

 

●組織体制および役割は明確

であり、年度の開講前に研修を

おこない年度目標達成に向け

た取組等を協議している。 

●基幹教員以外（兼任）の教員

とも年度開始前に学校全体で

の会議を実施しており単なる

伝達の会議でなく、理念や学

校、学生状況を理解する場とし

ている。 

 

●教員の組織体制に問題はな

い。今後、現場経験がある若手

の基幹教員（常勤）の採用を実

施していく。 

 

参照資料 中項目の評定 

教職員名簿、事業計画（組織図、役割） ３ 

 
最終更新日付 ２０２６年５月１日 記載責任者 山浦 雄矢 
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4-3 （1/1） 

4-3 教員の資質の向上 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

4-3-1 学校の授業の内

容及び方法の改善を図る

ための FD(Faculty 

Development)など組織的

な取組や教員の研究活

動、自己啓発等への支援

を行っていること。 

○教員の資質向上を図るため

に、研修計画を作成し、計画的

に必要な研修を受講させるなど

組織的な取組を行っているか 

○教育の質の向上に向け組織的

なファカルティ・ディブロット

メント活動に取組んでいるか 

●JESC（滋慶教育科学研究

所）で教員の段階的な研修体系

が構築されている。 

●JESC の研修の一環で授業

見学や研究成果発表などでグ

ループワークなどでファカル

ティ・ディブロットメント活動

を実施している。 

●学園内に教育研修機関を持

ち、各レベルに応じた研修を受

けることができる。 

●新入職員など経験が浅い教

員にはトレーナーと研修の振

り返りを1on1などでおこなっ

ていく。 

4-3-2教員の専攻分野に

おける実務に関する知識・

技術、技能を修得・向上す

るための研修を企業等と

連携して、組織的に行って

いること。【注）職業実践専

門課程】 

○職業実践専門課程の認定校

においては、企業等と連携した

研修（専攻分野の知識等）を組

織的に行っているか 

●学校内で計画し、毎年、専攻

分野における実務に関する研

修を受講している。 

●教育課程編成委員の関連先

での研修など最先端の知識を

得られる研修に参加できてい

る。 

●現状を継続していく。 

4-3-3 教員の授業及び

指導力等を修得・向上す

るための研修を企業等と

連携して、組織的に行っ

ていること。 

【注）職業実践専門課程】 

○職業実践専門課程の認定校

においては、企業等と連携した

研修（指導力の向上）を組織的

に行っているか 

●学校内で計画し、毎年、指導

力向上に関する研修を受講し

ている。 

●クラスマネジメント、カウン

セリング、DX 活用など有益な

研修を受講できている。 

●現状を継続していく。 

 
最終更新日付 ２０２６年５月１日 記載責任者 山浦 雄矢 

 

参照資料 中項目の評定 

JESC 案内資料、職業実践専門課程別紙４ ３ 
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基準５ 教育環境 
5-1 （1/1） 

5-1 教育環境の整備点検、改善等 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

5-1-1 専修学校設置基

準及び関連法令に基づ

き、教育上の必要性に対

応できる施設・設備、機

械器具等を備えているこ

と。（補修、更新含む） 

○当該専門学校における教育

課程を実施するために必要、か

つ十分な施設と、学生数、教育

内容、教育方法に対応するため

の設備を整備し、十分活用して

いるか、 

○施設、設備について適宜点

検し、計画的に改修、補修等を

適切に行っているか 

●教育内容に合致し、学生数に

対応できる施設、設備を備えて

いる。 

●第２校舎は演習、実技授業の

校舎となっており、チャペル、

バンケット等は実際のものと

同じ基準の設備になっている。 

●ドレスなどのブライダルア

イテムも充分に揃えており、授

業で活用している。 

●施設の点検は定期的に実施

しており、補修等は即時におこ

なえる。 

●大規模な修繕や改修は中期

計画をたてて行っている。 

●第２校舎では施設設備、備

品、教材等を用いて現場と同じ

レベルで学べる環境にある。 

●施設管理については、学園内

のジケイスペースが担当して

いる。点検、改修等で専門的視

点からのサポートと迅速な対

応を受けられる。 

●中期計画での改修等は学園

の財務会計担当を担う滋慶サ

ービスからのサポートを受け

れる。 

●校舎の劣化による補修、修繕

が増えてきている。 

●関連企業との連携も踏まえ

てより良い学習環境の整備に

年間計画、中長期計画で取り組

んでいく。 

 

 

 

参照資料 中項目の評定 

施設・設備概要、機器備品一覧 ２ 

 
最終更新日付 ２０２６年５月１日 記載責任者 山浦 雄矢 
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5-2 （1/1） 

5-2 安全対策、防災組織 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

5-2-1 学校保健安全法

に基づく学校安全計画を

策定し、学校における安

全対策を適切に行ってい

ること。  

○学校保健安全法に基づく学

校安全計画を策定し、火災の発

生及び大規模災害発生時並び

に授業中の安全管理等におい

て、適切に対応しているか 

●学校安全計画を策定してい

る。 

●毎年、防災訓練を実施し学生

へ安全確保について周知して

いる。また、教職員も訓練を通

じて確認している。 

●防災マニュアルを作成して

いる。 

●震災時に学生数×３日分の

保温具・保存食セットを備蓄し

ている。 

●医薬品やヘルメット等の防

災具の充実が必要と考えてい

る。 

●2026 年度は留学生も在籍す

るので、留学生も理解でいる防

災教育を実施する必要がある。 

 

●2026 年度中に防災具の点検

を実施予定。 

●防災訓練と併せて留学生へ

の防災教育をおこなっていく。

併せて、留学生には消火活動体

験も企画する。 

 

参照資料 中項目の評定 

学校安全計画、防災訓練企画書、防災マニュアル ２ 

 
最終更新日付 ２０２６年５月１日 記載責任者 山浦 雄矢 
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基準６ 教育活動の基盤と情報の公表 
6-1 （1/1） 

6-1 中期事業計画と財務基盤 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

6-1-1 当該専修学校の

中期事業計画又は設置法

人の中期事業計画に、教

育目的、教育目標の実現

に向けた具体的な内容が

位置付けられているこ

と。  

○当該専門学校の目的を実現

するために、実効性のある具体

的な中長期的計画が策定され

ているか 

○設置法人が策定している場

合は、計画上に当該専門学校に

おける教育等の内容が明確に

位置付けられているか 

○計画の進捗状況、組織上の

役割分担、計画の見直しなど計

画の遂行の実効性は十分か 

●学園で中長期事業計画（５

年）を定めている。2025 年は

第７期５ヶ年計画の４年目と

なっている。 

●学校法人で重要視点を定め

ており、それに基づき学校で策

定している。 

●事業計画の進捗を確認して

毎年、年度の計画、役割分担を

見直している。 

●学園の中期計画について年

初、開校前に全教職委員で確認

できる機会を設定している。 

●学園の方針と学校の計画の

関連性が取れている。 

●現状を継続していく。 

6-1-2 当該専修学校の

教育活動を安定して遂行

するために必要かつ十分

な財務基盤を確立してい

ること。【注)修学支援新

制度機関要件の確認】 

【注）外国人留学生キャリ

ア形成促進プログラム】 

○中期事業計画を実行し、当該

専修学校の教育活動を安定し

て遂行するために必要かつ十

分な財務基盤を確立している

か、不十分な場合は改善に向け

た計画を策定しているか 

●十分な財務基盤を確立して

いる。情報はホームページで公

開している。 

●特になし ●現状を継続していく。 

 

参照資料 中項目の評定 

ホームページ（学校法人滋慶学園 情報公開） ３ 

 
最終更新日付 ２０２６年５月１日 記載責任者 山浦 雄矢 
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6-2 （1/1） 

6-2 学校運営 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

6-2-1 学校運営の組織

体制を整備し、適切な運

営が行われていること。  

○当該専門学校の全体の運営

について、事務組織体制を整備

し、業務分担、責任体制が明確

になっているか 

○教員と職員による連携体制

を確保しているか 

○校長による意思決定及び執

行管理が適切に行われている

か 

●事務組織の業務体制、役割分

担、責任体制は整備され事業計

画に明記し、問題なく運営でき

ている。 

●常時、業務や学生対応で協働

できる体制にある。 

●学校長による意思決定は適

切におこなわれている。 

●学園の考え方であるサッカ

ー型組織での運営が行われ、教

務、事務がそれぞれの分野に固

執せず、問題、課題解決に協力

して取り組む文化である。 

●学校長は卒業進級判定会議

等で適切に意思決定を行い、学

校関係者等でも学校を代表し

た活動を行っている。 

●新入職など経験の浅い教職

員に学園の考え方を伝えてい

く。 

6-2-2 学校運営に必要

な知識・技能等を身に着

け、意欲及び資質を向上

させるために SD（Staff 

Development）活動などの

取組が行われているこ

と。 

○学校運営を適切かつ効果的

に行うため、学校の管理運営や

教育活動等に関わる教職員に

必要な知識及び技能を習得さ

せ、並びにその能力及び資質を

向上させるための組織的に研

修の機会を設けるなどの取組

みを行っているか 

●JESC（滋慶教育科学研究

所）で職階や業務内容ごとに研

修が設定され、教職員を受講さ

せている。 

●各部署で定期的に研修を行

っている。 

●JESC（滋慶教育科学研究

所）により計画的かつ良質な研

修が受講できる。研修によって

は姉妹校の教職員との意見交

換ができる。 

●IT・DX についての研修を一

層推奨し、業務に活用してい

く。 

 

参照資料 中項目の評定 

事業計画、組織図、JESC 研修資料 ３ 

 
最終更新日付 ２０２６年５月１日 記載責任者 山浦 雄矢 
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6-3 （1/1） 

6-3 学校評価の実質と改善活動 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

6-3-1 学校関係者評価

委員会、教育課程編成委

員会等外部からの意見を

反映するなど、関連企業

等団体、地域社会等から

の意見を当該専修学校の

運営やその改善・向上に

おいて活用しているこ

と。 

 

〇定期的に外部を招いての会

議を実施し当該専修学校の運

営やその改善・向上において活

用しているか 

特に職業実践専門課程におい

ては、教育課程編成委員会を年

2回以上開催しているか 

 

 

●学校関係者評価委員会を年

1 回開催しており、業界・卒業

生・地域・在校生保護者・高等

学校校長より意見を頂き、積極

的に取り入れている。 

●教育課程編成委員会を年 2

回開催しており、業界の意見を

積極的に取り入れている。 

●卒業生・業界からの意見聴取

等は常時実施しており、職員の

研修や会議等で全体共有をし

ている。 

 

●直接意見を聞いているのが

一部の人間のため、直接聞ける

ように、業界に出ていく機会を

積極的に設ける。 

6-3-2 学校評価を実施

し結果及び改善状況につ

いての情報を公表してい

ること。 

〇結果に基づく改善への取組

を組織的かつ継続的に行い 

改善状況についての情報を公

表しているか 

 

●毎年評価を行い報告書にま

とめてあり、ホームページの情

報公開ページにおいて公表し

ている。 

 

●聴取した意見について重点

項目を絞り問題解決を図って

いる。 

●継続して行っていく。 

 

 

参照資料 中項目の評定 

学校ホームページ ３ 

 
最終更新日付 ２０２６年５月１日 記載責任者 山浦 雄矢 
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6-3 （1/1） 

6-4 社会からの理解と情報の公表 

 

点検・評価項目 評価の視点 現状の説明 長所・課題 長所の伸長・課題の解決策 

6-4-1 当該専修学校の

教育活動、学校運営等の

状況に関する情報を積極

的に公表し、継続する教

育機関、産業界、自治体

等をはじめ、社会全体か

らの理解を得るよう取組

んでいること。 

○自己点検・評価結果をはじ

め、公表が求められている教育

情報について適切に公表し、説

明責任を果たしているか 

○当該専門学校の教育内容等

が社会から理解を得られるよ

うに、特に産業界等への積極的

な取組が行われているか 

○教育課程の編成、実施など実

践的な職業教育の展開、改善・

向上に向け、継続する教育機関

（高等学校等）、産業界、自治

体等からの意見を積極的に聴

取し、活用しているか 

●ホームページに自己点検・自

己評価をはじめ、公開すべき情

報を載せている。 

●ドレスショーなど教育プロ

グラムをウェディング業界か

らの協力を得て行っている。 

●学校関係者評価委員会、教育

課程編成委員会で意見や要望

を頂き、教育や学校運営に活用

している。 

●企業と連携する授業が多い

ことから学校の取り組みへの

理解が図れている。 

●業界への理解について業界

で活躍している卒業生のネッ

トワークを活用していく。 

 

参照資料 中項目の評定 

学校ホームページ ２ 

 

 
最終更新日付 ２０２６年５月１日 記載責任者 山浦 雄矢 



 

25 

 

 


